
福島第一原発の廃炉・汚染水対策について

平成２６年８月

廃炉・汚染水対策チーム

資料２



目 次

1

 福島第一原子力発電所の現況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2
 廃炉の主なスケジュール （中長期ロードマップ）・・・・・・・・・・ 3
 ４号機使用済燃料プールからの燃料取出し・・・・・・・・・・・・・・ 4
 １号機原子炉建屋カバー解体・ガレキ撤去時の飛散抑制対策・・・・・・ 5
 汚染水対策の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6

①多核種除去設備（汚染源を取り除く対策）・・・・・・・・・・・・ 7
②トレンチ内の高濃度汚染水の除去（汚染源を取り除く対策）・・・・ 8
③地下水バイパス（汚染源に水を近づけない対策）・・・・・・・・・ 9
⑤凍土方式の陸側遮水壁（汚染源に水を近づけない対策）・・・・・・ 10
⑥雨水の土壌浸透を抑える敷地舗装（汚染源に水を近づけない対策）・ 11
⑧海側遮水壁（汚染水を漏らさない対策）・・・・・・・・・・・・・ 12

 廃炉・汚染水対策推進のための体制強化 ・・・・・・・・・・・・・・ 13
 国内外からの叡智の結集 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14
 廃炉・汚染水対策福島評議会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15



１号機

２号機

３号機

４号機

2

注水

構台

安全第一福島第一
安全第一福島第一 安全

第一
福島第一

安全第一福島第一安全第一福島第一安全第一福島第一

注水

建屋カバー 使用済燃料プール

原子炉
格納容器

原子炉建屋（R/B）

原子炉
圧力容器

燃料デブリ

圧力抑制室

注水

ベント管

トーラス室

ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ

燃料取り出し用カバー

福島第一原子力発電所の現況



廃炉の主なスケジュール （中長期ロードマップ）

第１期 第２期 （目標：２０２１年） 第３期（30～40年後）

2012 2013 （前） （中） （後）

使用済
燃料

止水

燃料

デブリ
（溶融燃
料）

廃止
措置

廃棄物
処理

瓦礫撤去、カバー・クレーンの設置

使用済燃料プール内の燃料取出し／貯蔵 搬出

原子炉建屋内除染

格納容器調査

補修・止水／格納容器水張り

炉内調査･サンプリング

燃料デブリ取出し

廃止措置工事

機器の設計

固体廃棄物の安全な処理・処分に必要な研究開発

廃止措置シナリオ・廃止措置技術の検討

廃棄体の製造等
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４号機使用済燃料プールからの燃料取出し

◇使用済燃料プールの燃料１，５３３本（うち、２０２本は新燃料）を敷地内の共用プール等へ移送し保管する計画。
◇ 昨年１１月１８日から燃料取出しを開始。本年末頃の完了を目指し、実施中。
◇ ６月３０日までに１，５３３本のうち、１，１８８本の取り出しを完了（約７７％終了）。
◇ ７月１日から９月上旬にかけて天井クレーンの年次点検のため燃料取り出し作業を一時中断。

共用プール（敷地内）

構内移送

使用済燃料プール

使用済燃料貯蔵ラック

燃料取り出し用カバー
作業環境整備区画（点線内）

燃料集合体

構内用輸送容器

クレーン燃料取扱
設備

燃料取り出し

燃料取扱機

乾式保管設備（敷地内）

４号機の外観
燃料取り出し用カバー

原子炉建屋

2011.9.22の原子炉建屋
建屋撤去範囲

取り出し工程

これまでの保
管燃料を乾式
保管設備へ

クレーン

防護柵 モジュール

４号機
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１号機原子炉建屋カバー解体・ガレキ撤去時の飛散抑制対策

5

１号機の建屋カバー解体作業に当たっては、放射性物質の飛散を決して起こさないよう、様々な対策（①飛散防
止剤を徹底散布、②吸引器等でダスト（塵・ほこり）を除去し、③防風シート、スプリンクラー散水等によりダスト
の舞い上がりを防止、④モニターを追加設置してダスト監視体制を強化する等）を新たに講じる。

（イメージ）

※1 オペフロが乾燥していれば散布量を増やす

追加した対策
１号機の対策で追加
（１号機オペフロ上、旧厚生棟前、
シールド中央制御室前）

３号機事象発生後の対策で追加
（３号機オペフロ上、1,2号機法面）

３号機事象発生前から設置
（5,6号機サービス建屋前、免震重要棟前、正門警備所前、厚生
棟休憩所前）

連続ダストモニタ （空気中RI濃度の監視）

３号機事象発生前から設置

モニタリングポスト （空間線量の監視）

ダストの監視
体制を強化

飛散防止対策 モニタリングによる監視体制

散水

※２ ※３ ※４

１号機 ３号機

１,２号機法面

旧厚生棟前

5,6号機ｻｰﾋﾞｽ建屋前

免震重要棟前

厚生棟休憩所前

正門警備所前

MP7  

MP8  

MP6  MP5  

MP4  MP3  
MP2  

MP1  

シールド中央制御室前

※２

※３

※４



汚染水対策の概要

３つの基本方針

１．汚染源を取り除く
①多核種除去設備による汚染水浄化

②トレンチ内の高濃度汚染水の除去
等

２．汚染源に水を近づけない
③地下水バイパスによる地下水の汲

み上げ

④建屋近傍の井戸（サブドレン）での
汲み上げ

⑤国費による凍土方式の陸側遮水壁
の設置

⑥雨水の土壌浸透を抑える敷地舗装
等

３．汚染水を漏らさない
⑦ 水ガラスによる地盤改良

⑧ 海側遮水壁の設置

⑨ タンクの増設（溶接型タンクへのリ
プレイス等） 等

１２３４

⑧海側遮水壁

⑤陸側遮水壁

④サブドレン

③地下水バイパス

⑥土壌浸透を抑える
敷地舗装

⑦地盤改良

⑨タンク設置
予定地

地
下
水
の
流
れ

①多核種除去設備

タンク設置
エリア

提供：日本スペースイメージング（株）、（C）DigitalGlobe

②トレンチ内高濃度
汚染水除去
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①多核種除去設備（汚染源を取り除く対策）

◇タンク内の汚染水から放射性物質を除去し、リスクを低減させる。

◇現在の多核種除去設備（ＡＬＰＳ：アルプス）は、汚染水中の６２核種を告示濃度限度以下まで低
減することを目標としている。 （トリチウム（三重水素）は除去できない）

◇６月下旬以降、計画的な停止を除き、３系統運転を実施している。

◇東電は、現在の設備と同様の設備を増設予定。

◇さらに、廃棄物を８割以上減らす高性能設備の整備実証（国費補助。予算１５１億円）に着手。

◇ストロンチウム除去装置も準備中。

※ 国の補助金事業として実施。

既存設備 追加設備 高性能設備※

処理量 ７５０ｍ３／日 ７５０ｍ３／日 ５００ｍ３／日以上

処理開始時期 ２０１３年３月 ２０１４年度内早期 ２０１４年度内早期
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②トレンチ内の高濃度汚染水の除去（汚染源を取り除く対策）

◇原子炉建屋海側の地下トンネル（トレンチ）には、事故当初の高濃度汚染水が溜まり、汚染源と
なっている。

◇このため、①原子炉建屋との接続部を止水した上で、②トレンチの中に残っている汚染水を吸

い上げ、③トレンチを埋め立てる予定。（２号機・３号機のタービン建屋とトレンチが接続している
計４箇所に対して実施。）

◇本年４月末から、２号機タービン建屋とトレンチの接続部に対し、凍結による止水を開始。

◇なお、この凍結止水が一部で遅れているため、凍結管の追加や流れ込む水量の制御等の対策
を実施中。

トレンチ内除去作業の現状と対策
 トレンチ止水は、凍結管により管内

を流れる「水そのもの」を凍結させる
もの。凍結させる水の容量・流れが
大きい。

 他方、凍土遮水壁は、建屋の外側を
覆うように凍結管を設置し、凍結管
周辺にある「地中の水分」を凍らせ
て凍土にするもの。凍結させる水の
容量・流れともに小さい。

海側

（4/28～）

（6/13～）

8

凍結が遅れていることへの対策
 トレンチ内側への凍結管の追加 （実施中）

 氷の投入 （実施中）

 トレンチ外側への凍結管の追加 （準備作業中）

 追加パッカーの設置 （作業構台設置中）

 止水材（グラウト）の注入 （検討中）



◇建屋内への地下水流入量を減らすため、建屋山側で数百トン程度の地下水をくみ上げ、運用目
標未満であることを確認し、海に排水（バイパス）。数十トン～最大百トン程度の地下水の建屋へ
の流入抑制効果を期待。

◇漁連等の関係者への説明や稼働前の詳細分析を実施し、５月２１日から稼働を開始。

9

セシウム

１３４

セシウム

１３７
全ベータ トリチウム

JAEA ０．０１５ ０．０４４ ND（０．１０） ２４０

日本分析センター ０．０２２ ０．０３９ ND（０．６１） ２３０

東京電力 ０．０１６ ０．０４７ ND（０．８８） ２２０

運用目標 １ １ ５（１）※１ １，５００

法令告示濃度※２ ６０ ９０ ３０※３ ６０，０００

ＷＨＯ飲料水

水質ガイドライン
１０ １０ １０※３ １０，０００

稼働前の詳細分析結果と運用目標等

※１ １０日に１回程度の頻度で行う全ベータ
の分析では、運用目標を１ベクレル/リッ
トルとしている。

※２ 告示濃度の水を毎日約２リットル飲んだ
場合、年間被ばく量約１ミリシーベルト

※３ 全ベータ値と相関性の高いストロンチウ
ム９０の値

単位：ベクレル／リットル、ND：検出限界値未満、（）内数値は検出限界値

透水層

難透水層

地下水の流れ

建屋への流入

地下水バイパスの配置図と断面イメージ

原子炉建屋 タービン建屋

揚水井 放水へ

水処理へ

くみ上げ用井戸

配管ルート

一時貯水タンク

海

１
号

２
号

３
号

４
号

③地下水バイパス（汚染源に水を近づけない対策）



◇凍土壁で建屋を囲み、建屋への地下水流入を抑制する。
◇ 昨年８月から、地下水の流速が速い場合の対策や地下水位管理手法等について技術実証。
◇ ６月２日より本格施工に着手し、２０１４年度中の凍結開始を目指している。
（国費補助。予算３１９億円）

凍結プラント

・延長 約1,500m
・凍土量 約7万m３

凍土遮水壁

凍土壁（深さ約３０ｍ）
透水層

難透水層

凍土壁の全景及び断面 フィージビリティスタディ

① ② ③ ④
⑤⑥

提供：日本スペースイメージング（株）、（C）DigitalGlobe

小規模遮水壁試験

地下水位コントロール試験
凍土遮水壁
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⑤凍土方式の陸側遮水壁（汚染源に水を近づけない対策）



⑥雨水の土壌浸透を抑える敷地舗装（汚染源に水を近づけない対策）

◇国の汚染水処理対策委員会での検討（地下水流動シミュレーション等）の結果、建屋に流入す
る地下水の大半は、敷地やその周辺に降る雨水が起源であることを確認。

◇建屋への地下水流入量を減らすため追加対策として、昨年１２月に「広域的な舗装（表面遮
水）」又は「追加的な遮水とその内側の舗装」を実施することを決定した。

◇これを受け、汚染水処理対策委員会等で具体的な方策を追加検討した結果、広域的な舗装と
地下水バイパスを併用することが効果的であり、効果の早期発現に向け今年度中に広域的な
舗装を概ね完成させることとした。

◇また、各対策の実施状況によってさらに追加対策が必要となる場合に備え、追加的な遮水対策
（薬液注入や遮水壁）についても設計等の準備を進めることとした。

【フェーシング範囲概略】

フェーシング範囲面積：約1.45km2

フェーシング範囲

５，６号機 １～４号機

・・・ 敷地境界線（概略）
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◇護岸の外側に遮水壁を設置し、汚染された地下水の海洋流出を防ぐ。

◇２０１１年１０月に工事に着手し、鋼管矢板の打設は一部を除き完了（約９８％完了）。現在、遮

水壁内側の埋立工事を実施中（約９４％完了） 【７月２９日時点】

◇サブドレン等による汲み上げと併せて、最も早い場合、本年９月末に運用開始できる計画で設
置を進めている。

現在の海側遮水壁の設置状況
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⑧海側遮水壁（汚染水を漏らさない対策）



指
導
・
監
督

廃炉・汚染水対策推進のための体制強化

廃
炉
の
専
門
技
術
的

助
言
・
指
導
・
勧
告

原子力損害賠償・廃炉等支援機構
（通称：賠償・廃炉・汚染水センター）

業務報告を
受け、公表 特

別
事
業
計
画
申
請
（
廃
炉
関
係
記
載
事
項
の
追
加
）

計
画
認
定
・
履
行
確
認
、
措
置
命
令

政府

事故を起こした原子力事業者（東京電力（廃炉カンパニー：廃炉事業の実施 ））

廃
炉
業
務
の
一
部

実
施
（
委
託
）

研究開発業務実施
方針の申請（随時
改訂）

融
資
・
出
資
等

融
資
・
出
資
等
申
込

廃炉部門 ※研究開発企画、廃炉技術支援、国際関係、成果普及など

廃炉等技術委員会
※委員を大臣認可

廃炉・汚染水対策関係閣僚等会議

経済産業大臣 （責任部局：資源エネルギー庁）原子力規制委員会

事故炉に係る実施計画
※妥当性の評価と検査を通じて、事

故炉の安全性を確保するもの。

安
全
性
の
確
認

毎
年
度

業
務
報
告

国際廃炉研究開発機構（ＩＲＩＤ）
（研究開発プロジェクトの実施）

協力

協力

認
可

業
務
の
随
時
報
告

策
定
に
関
与

福島事務所

①廃炉実施戦略の策定、
②研究開発の企画・推進、
③廃炉の工程管理 など

国会含め
様々な意見

を反映

申
請

※ 研究開発業務は文科
大臣と共管予定。

ＪＡＥＡ等
研究機関

中長期ロードマップ

◇ より着実な廃炉の実施に必要な支援体制を強化するため、原子力損害賠償支援機構に事故炉の廃炉支援
業務等を追加する法改正を実施（５月１４日成立、２１日公布）。８月１８日に施行予定。
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国内外からの叡智の結集

14

廃炉・汚染水対策に係る技術情報の公募等

IRIDを通じて、廃炉・汚染水対策に関する技術情報の公募
を実施。国内外から、汚染水対策については７８０件（うち約
３分の１が海外からの提案）、廃炉対策については約１９０件
（約４割が海外からの提案）の技術情報の提供をいただいた。

募集分野 提案件数

①汚染水貯留 （貯留タンク、微小漏えい検出技術等） 206

②汚染水処理
（トリチウム分離技術、トリチウムの長期安定的貯蔵方法等）

182

③港湾内の海水の浄化
（海水中の放射性Ｃｓ、Ｓｒ除去技術等）

151

④建屋内の汚染水管理
（建屋内止水技術、地盤改良施工技術等）

107

⑤地下水流入抑制の敷地管理
（遮水壁施工技術、フェーシング技術等）

174

⑥地下水等の挙動把握
（地質・地下水データ計測システム、水質分析技術等）

115

その他（①～⑥に該当しないもの） 34

【汚染水対策に関する技術情報の提案件数】

汚染水対策については、寄せられた技術情報を参考に、
技術的難易度が高いと考えられる以下５つの技術につい
て、２０１３年度の補正予算を活用した検証事業（汚染水
処理対策技術検証事業）の公募を実施しているところ。

 海水浄化技術

 土壌中放射性物質捕集技術

 汚染水貯蔵タンク除染技術

 無人ボーリング技術

 トリチウム分離技術

また、廃炉対策についても、燃料デブリ取出しの代替工
法と、代替工法をサポートするための要素技術の実用化
について、６月２７日から公募を開始した。（～８月２７日）

公募期間：
２０１４年３月２４日

～５月１９日
→応募９３件、採択１１件

公募期間：
２０１４年５月１５日

～７月１７日

◇廃炉・汚染水対策は世界に前例のない困難な事業であり、国内外の叡智を結集し、世界に開か
れた形で取り組んで行くことが必要。

◇昨年８月に設立された国際廃炉研究開発機構（IRID：アイリッド）や、海外の関係機関等と連携し
つつ、廃炉・汚染水対策を進めている。

（審査手続中）
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廃炉・汚染水対策福島評議会

１．目的

２．構成員

３．評議会構成員からのご意見を踏まえた情報提供の取組

福島第一原発の廃炉・汚染水対策について、立地自治体や地元ニーズに迅速に対応するた
め、地元関係者への情報提供・コミュニケーションの強化を図る。また、一層緊密な情報提供を
行った上で、廃炉の進め方や情報提供・広報活動のあり方についてご意見を伺うとともに、今後
の廃止措置等のあり方について地元関係者とともに検討していく。

◇ 議長： 原災本部廃炉・汚染水対策チーム事務局長 （赤羽経産副大臣）
◇ 構成員
・ 福島県・関係自治体
・ 地元関係団体・有識者（商工会議所、商工会、農協、漁協、青年会議所、ＮＰＯ等）
・ 東京電力
・ 原子力規制庁
・ 国の関係機関

・ 地元の女性の方々の御意見を踏まえ、分かりやすい廃炉・汚染水対策説明資料を作成
・ 児童・学生への情報提供の充実策についても議論を進めている。
・ 福島第一原発の作業員の方々の声（日常的な作業の状況等）を発信する、「現地事
務所ニュースレター」を開始。

・ その他、定期的かつ多様な情報提供のあり方について意見交換。

＜評議会開催実績 計3回＞
・第1回 平成26年2月17日
・第2回 平成26年4月14日
・第3回 平成26年6月 9日


